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鹿児島県くらし保健福祉部健康増進課
主幹兼健康増進栄養係長 吉見

・喫煙に関する鹿児島県の現状
・受動喫煙による健康影響
・喫煙による経済損失
・健康増進法の一部を改正する法律等の概要
・助成制度等について
・たばこの煙のないお店について

受動喫煙の機会を有する者の割合は，行政機関と飲食店で増加し，
悪化しています。

喫煙に関する鹿児島県の現状
健康かごしま２１(平成25年度～平成34年度)中間評価報告書から
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悪化

悪化
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受動喫煙による健康影響
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喫煙による経済損失

2005年の１年間で喫煙による経済損失は4.3兆円に上る。
これに対して，税収や産業の利益，賃金さらには他産業への波及効果を含めた

喫煙が及ぼす経済的な貢献については2.8兆円にとどまると推計されている。
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（第一種施設について）

【主な対象施設】
・幼稚園，小・中・高校，大学
・乳児院，保育所，児童養護施設
・病院，診療所，助産所，薬局
・介護老人保健施設，介護医療院
・あん摩マッサージ，はり，きゅう，柔道整復の施術所
・認定こども園，母子健康包括支援センター 等
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○ 敷地内禁煙

屋外で受動喫煙を防止するために必要な措置がとられた場所（特定屋外喫煙場所）に，
喫煙場所を設置することができる。

※特定屋外喫煙場所を設置する場合には，近隣の建物に隣接するような場所に
設置することがないようにするといった配慮をすることが望ましい。
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（特定屋外喫煙場所について）

１ 喫煙をすることができる場所が区画されていること
「区画」とは，喫煙場所と非喫煙場所を明確に区別することが

できるものである必要がある。
例：パーテーション等による区画が考えられる

２ 喫煙をすることができる場所である旨を記載した標識
を掲示すること

当該場所が喫煙場所であることが認識できる標識である
必要がある。

３ 第一種施設を利用する者が通常立ち入らない場所に設置
すること

「施設を利用する者が通常立ち入らない場所」とは，
例：建物の裏や屋上など，喫煙のために立ち入る場合以外

には通常利用することのない場所

○特定屋外喫煙場所

第一種施設の屋外の場所の一部の場所のうち，受動喫煙を防止するため
に必要な措置が取られた場所

屋外で受動喫煙を防止するための必要な措置

標識例

健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（第二種施設について）
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（既存特定飲食提供施設について）

改正健康増進法の施行の際，現に存する飲食店，喫茶店その他の設備を設け
て客に飲食させる営業が行われる施設のうち，以下を満たす施設

①個人又は②資本金又は出資の総額が5,000万円以下の会社(※)が営み
かつ

③客席面積100㎡以下

◆喫煙可能室を設置した既存特定飲食提供施設が備えなければならない書類
１ 施設の客席部分の床面積に係る資料（店舗図面等）
２ 会社の資本金の額又は出資の総額に係る資料（会社が営む場合に限る。）

◆喫煙可能室を設置した既存特定飲食提供施設が県に届け出なければいけない事項
１ 施設の名称及び所在地
２ 施設の管理権原者の氏名及び住所

※届出内容に変更がある場合及び喫煙可能室を廃止する場合は，届出が必要
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※資本金又は出資の総額が5,000万円の会社であっても次の場合は除く。
・１つの大規模会社(資本金又は出資の総額が5,000万円を超える会社)が発行済株式又は出資の総数又は

総額の２分の１以上を有する会社
・大規模会社が発行済株式又は出資の総数又は総額の３分の２以上を有する会社

健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（喫煙目的施設について）

(1) 公衆喫煙所
施設の全ての場所を専ら喫煙する場所とするものであること

(2) 喫煙を主目的とするバー，スナック等
・たばこの対面販売（出張販売を含む。）をしており，施設の屋内の場所において

喫煙をする場所を提供することを主目的とする。
・併せて設備を設けて客に飲食をさせる営業を行うもの
（「通常主食と認められる食事」を主として提供するものを除く。）

(3) 店内で喫煙可能なたばこ販売店
たばこ又は専ら喫煙の用に供するための器具の販売をし，施設の屋内の場所に
おいて喫煙をする場所を提供することを主目的とする。
（たばこの販売については，対面販売をしている場合に限る。）
（設備を設けて客に飲食をさせる営業を行うものを除く。）
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喫煙を主目的とするバー，スナック等や店内で喫煙可能なたばこ販売店は，たばこ事業法
第２２条第１項又は第２６条第１項の許可に関する情報の帳簿を備えなければならない。
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施設を管理する者が喫煙場所を定める場合は，望まない
受動喫煙を生じさせることがない場所とするように配慮
しなければならない。

（具体例）
○出入口付近や利用者が多く集まる場所には設置しない
○たばこの煙の排出先については，周辺の通行量や状況を勘案して

受動喫煙が生じない場所とする 等
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（屋外や家庭等について）

12

健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（喫煙室の類型について）
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１ 出入口において室外から室内に流入
する空気の気流が０.２ｍ毎秒以上で
あること

２ たばこの煙が室内から室外に流出し
ないよう，壁，天井等によって区画さ
れていること
｢壁,天井等｣：建物に固定された壁，天井のほか，

ガラス窓等も含むが，たばこの煙
を通さない材質・構造

｢区画｣：出入口を除いた場所において，壁等
により床面から天井まで仕切られて
いることをいい，たばこの煙が流出
するような状態は認められない

３ たばこの煙が屋外または外部に排気されていること
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（喫煙室の技術的基準について）

※ 施設内が複数階で分かれている場合，指定たばこの煙
が，喫煙階から禁煙階に流出しないよう壁，天井等に
よって区画されていること。【指定たばこ専用喫煙室】

※ 既存特定飲食提供施設の全部の場所を喫煙可能室と
する場合の技術的基準は，喫煙可能室が壁，天井等に
よって当該喫煙可能室以外の場所と区画されていること。

※ 法律の施行時点に既に存在している建物等で，管理
権原者の責めに帰することができない事由によって
基準を満たすことが困難な場合は，たばこの流出防止
に係る技術的基準について一定の経過措置を設ける。
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（喫煙室の技術的基準について）
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（従業員に対する受動喫煙対策について）
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（法の施行期日について）
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（義務違反者への対応について）
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健康増進法の一部を改正する法律等の概要
（義務違反者への対応について）
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※平成３０年度の交付申請は受付を終了しました。
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助成制度等について
（受動喫煙防止対策助成金）
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助成制度等について
（商業・サービス業・農林水産業活性化税制）
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「たばこの煙のないお店」について

《登録対象》
「飲食店」又は「喫茶店」のうち，

①敷地内禁煙
②建物内禁煙
③テナント等禁煙

のいずれかに取り組む店舗

《登録区分》
①敷地内禁煙
②建物内禁煙
③テナント等禁煙

《登録店舗数》（鹿児島市を除く）
５２９店舗（平成３１年３月１１日現在）
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